
（（（（3333）都道府県財政比較分析表）都道府県財政比較分析表）都道府県財政比較分析表）都道府県財政比較分析表((((普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算)))) 和歌山県和歌山県和歌山県和歌山県平成平成平成平成24242424年度年度年度年度

人 口人 口人 口人 口
う ち 日 本 人う ち 日 本 人う ち 日 本 人う ち 日 本 人

面 積面 積面 積面 積
歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額歳 入 総 額
歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額歳 出 総 額
実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支実 質 収 支

標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模標 準 財 政 規 模
地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高地 方 債 現 在 高

1,016,5631,016,5631,016,5631,016,563
1,010,9821,010,9821,010,9821,010,982
4,726.294,726.294,726.294,726.29

582,593,618582,593,618582,593,618582,593,618
570,008,880570,008,880570,008,880570,008,880

3,920,5243,920,5243,920,5243,920,524

289,818,929289,818,929289,818,929289,818,929
948,429,528948,429,528948,429,528948,429,528

人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))
人人人人(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31(H25.3.31現在現在現在現在))))
ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡ｋ㎡
千円千円千円千円
千円千円千円千円
千円千円千円千円

千円千円千円千円
千円千円千円千円

実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率実 質 赤 字 比 率
連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率連 結 実 質 赤 字 比 率
実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率実 質 公 債 費 比 率
将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率将 来 負 担 比 率

----
----

12.312.312.312.3
186.7186.7186.7186.7

％％％％
％％％％
％％％％
％％％％

グ ル ー プグ ル ー プグ ル ー プグ ル ー プ
(((( 年 度 毎年 度 毎年 度 毎年 度 毎 ))))

H20  H20  H20  H20  ＤＤＤＤ H21  H21  H21  H21  ＤＤＤＤ H22  H22  H22  H22  ＤＤＤＤ
H23  H23  H23  H23  ＤＤＤＤ H24  H24  H24  H24  ＥＥＥＥ

当 該 団 体 値

グループ内平均値

グループ内の
最大値及び最小値

※ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。

Ａグループ 1.000以上、Ｂグループ 0.500以上1.000未満、Ｃグループ 0.400以上0.500未満、Ｄグループ 0.300以上0.400未満、Ｅグループ 0.300未満

※ 「人件費・物件費等の状況」の決算額は、人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし、人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※ 住民基本台帳法の改正により、平成25年3月31日現在の住民基本台帳登載人口については、外国人住民を含む。

財政力財政力財政力財政力

財政力指数財政力指数財政力指数財政力指数 [0.30][0.30][0.30][0.30] グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位
1/111/111/111/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均
0.460.460.460.46

財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄財政力指数の分析欄

企業業績改善等により基準財政収入額は増加したが、臨時財政対策債振替額の減少

に伴い、基準財政需要額が増加したため、財政力指数は低下した。引き続き自主財源の

確保に努めていく。

0.18

0.21

0.24

0.27

0.30

0.33

0.36

0.39

0.220.220.220.22

0.300.300.300.30

0.270.270.270.27

0.350.350.350.35

0.330.330.330.33
0.340.340.340.34

0.330.330.330.33

H24H23H22H21H20

0.300.300.300.300.310.310.310.31

0.330.330.330.33

0.350.350.350.35
0.340.340.340.34

財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性財政構造の弾力性

経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率 [91.2%][91.2%][91.2%][91.2%] グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位
3/113/113/113/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均
94.694.694.694.6

経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄経常収支比率の分析欄

経常的な歳出が人件費の減等によって32億円減少し、分母の経常一般財源が地方交

付税の増等により９億円増加となったため、経常収支比率は前年度に比べて１．４ポイント

改善した。今後、公債費・社会保障費のさらなる増大が予想される中、安定した財政運営

を確保するため、引き続き積極的な歳入の確保と経常的な歳出削減に努めていく。

(%)

100.0

98.0

96.0

94.0

92.0

90.0

88.0

86.0

97.097.097.097.0

89.489.489.489.4

93.793.793.793.7
93.993.993.993.9

91.591.591.591.5

95.595.595.595.595.795.795.795.7

H24H23H22H21H20

91.291.291.291.2
92.692.692.692.6

89.189.189.189.1

94.394.394.394.3

92.592.592.592.5

人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況人件費・物件費等の状況

人口人口人口人口1111人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額人当たり人件費・物件費等決算額 [143,855[143,855[143,855[143,855円円円円]]]] グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位
4/114/114/114/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均
115,769115,769115,769115,769

人口人口人口人口1111人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄人当たり人件費・物件費等決算額の分析欄

職員の定数削減等の効果により人件費が減少した結果、人件費・物件費の合計は前年

度に比べ減となり、グループ内の平均値を下回った。引き続き、物件費、人件費の抑制に

努めていく。

(円)

220,000

200,000

180,000

160,000

140,000

120,000

193,010193,010193,010193,010

138,231138,231138,231138,231

153,953153,953153,953153,953

137,961137,961137,961137,961138,590138,590138,590138,590139,245139,245139,245139,245
146,090146,090146,090146,090

H24H23H22H21H20

143,855143,855143,855143,855

147,140147,140147,140147,140147,398147,398147,398147,398148,188148,188148,188148,188
152,046152,046152,046152,046

給与水準給与水準給与水準給与水準 （国との比較）（国との比較）（国との比較）（国との比較）

ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数ラスパイレス指数 [108.6][108.6][108.6][108.6] グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位
11/1111/1111/1111/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均
107.4107.4107.4107.4

ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄ラスパイレス指数の分析欄

本県のラスパイレス指数は、１０８．６(平成25年4月1日)であり、昨年度の１０８．７と比較

すると、０．１低くなっている。主な要因は、年齢構成の差及び現給保障者による影響が原

因と思われる。 なお、１０８．６と指数値が高くなっているのは、国家公務員の給与が臨時

特例法により減額支給されていることによるものと思われる。

また、グループ内平均値及び都道府県平均値を上回っているのは、各団体において財

政上の理由により行われている給料カット率の差異、現給保障者による影響等によるもの

と考えられる。

給与制度については、従来から必要な見直しを行い、国に準じた制度となっていることか

ら、適正なものと考えており、今後とも適正な運用に努め、国の動向を見ながら、必要な改

正を行っていく。
111.0
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99.0

96.0

93.0

108.6108.6108.6108.6

99.199.199.199.1

105.8105.8105.8105.8

107.7107.7107.7107.7

98.798.798.798.7
97.597.597.597.597.897.897.897.8

H24H23H22H21H20

108.6108.6108.6108.6

108.7108.7108.7108.7

100.1100.1100.1100.1100.0100.0100.0100.0
99.199.199.199.1

定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況定員管理の状況

人口人口人口人口10101010万人当たり職員数万人当たり職員数万人当たり職員数万人当たり職員数 [1,481.56[1,481.56[1,481.56[1,481.56人人人人]]]] グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位
7/117/117/117/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均
1,110.901,110.901,110.901,110.90

人口人口人口人口10101010万人当たり職員数の分析欄万人当たり職員数の分析欄万人当たり職員数の分析欄万人当たり職員数の分析欄

平成24年3月に策定した「新行財政改革推進プラン（改定版）」に基づき、事務事業の見

直しや簡素で効率的な体制の構築による定数削減に取り組んでいるところであり、人口10

万人あたり職員数は漸減している。今年度は、主に小中学校の統廃合による定数の減に

よるものである。

(人)
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1,700.00

1,600.00

1,500.00

1,400.00

1,300.00

1,200.00

1,792.931,792.931,792.931,792.93

1,384.771,384.771,384.771,384.77

1,493.031,493.031,493.031,493.03

1,367.281,367.281,367.281,367.281,387.131,387.131,387.131,387.131,399.301,399.301,399.301,399.30
1,432.981,432.981,432.981,432.98

H24H23H22H21H20

1,481.561,481.561,481.561,481.56

1,490.571,490.571,490.571,490.571,493.251,493.251,493.251,493.251,498.871,498.871,498.871,498.871,506.751,506.751,506.751,506.75

公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況公債費負担の状況

実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率実質公債費比率 [12.3%][12.3%][12.3%][12.3%] グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位
2/112/112/112/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均
13.713.713.713.7

実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄実質公債費比率の分析欄

前年度に比べ０．１ポイント改善している。今後は、退職手当債等の交付税措置のない

地方債の償還が本格化し、公債費は増加していくことから、退職手当債等の資金手当債

の発行を抑制するとともに、２０年償還を基本としていた銀行等引受債の３０年償還への転

換を継続し、公債費負担の平準化に努めていく。

(%)

24.0

21.0

18.0

15.0
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9.0

6.0

20.820.820.820.8

11.011.011.011.0

15.315.315.315.3

17.917.917.917.918.418.418.418.4
17.717.717.717.7

14.114.114.114.1

H24H23H22H21H20

12.312.312.312.3
12.412.412.412.4

11.811.811.811.8
11.111.111.111.1

10.110.110.110.1

将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況将来負担の状況

将来負担比率将来負担比率将来負担比率将来負担比率 [186.7%][186.7%][186.7%][186.7%] グループ内順位グループ内順位グループ内順位グループ内順位
6/116/116/116/11

都道府県平均都道府県平均都道府県平均都道府県平均
210.5210.5210.5210.5

将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄将来負担比率の分析欄

「新行財政改革推進プラン」に基づき職員の定数削減を進めたことにより退職手当負担

見込額が減少したこと等によって、前年度に比べて２．６ポイントの改善となった。今後は、

退職手当債や行政改革推進債等の発行により、将来負担が増加するおそれもあるため、

事業の効率化・重点化により県債発行を抑制するなど行財政改革の推進により健全化を

図っていく。
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